
別記
第 1号様式 (第11条、第13条、第14条関係) rlγ
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株式会社ベネシス京都工場  工 場長 古 山 和 ,

0 7 7 8  -   2 7   -

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書

大阪市中央区平野町二丁目6番 9号

写対策条例第 18条第 1項 (第18条第2項、第 18条第3項)の 規定によ り提出します。

特定事業者の

主たる業種

医薬品製造業

該当する事業

者要件
▼ 京都府地球温暖化対策条例肥行規只J第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ

ー便用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両1‐50両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3,000トン以上))

戸

炉

計 画 期 間 平成  18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 省エネの推進、屍乗物排出量の削減、リサイクルの推進を進め、 lS014001環 境マネジメントシス
テムによる環境負荷の低減を図る。

推 進 体 制 環境安全貢仕者 (工場長)を 長として、その 卜に環境管埋貢任者による環境委員会、 ISO推 進酎!会を設
置し事業所内の環境管理を行う。

年度ことの具
体的な取紅及
び措置

年度 設備、対象、工程誓 宮f 国  内  谷

18～ 1 9 焼却設備 自社焼却している廃益物を外部処理化することにより、産業廃築物焼却炉を打止させる。25t C04/4F

18～ 19 ボイラー設備 ポイラーの運転制御方法を変更することで、炉脩煙答ホイラーをrr止する。S61-C04/f

18～ 1 9 冷室設備 lrl究欲冷宣用空調機を季節変動に合わせて運転台数を制御する。14 7t CO,/午

18～ 1 9 生産設備 興追工程を変更することで、7)],蒸 留塔の運転時間を削減する。3441-C01/年

18～ 19 生産設備 既滋の処理方法を変更することで、焼却処理する魔滋置を首J滅する。1 61 COノ年

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基 午 午 反 (柔 想 '

(平成 17)年 度
(三液イヒ炭素換算 〈↓))

日聴年度 (計田,

(平成 19)年 度
(二酸化炭蒸換算 (t))

目」級 挙

(計画 )

(% )

A事 業所等排出区分 18,084  t 18,029  t -0 3 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 804  t 776  t -34 %

排出合計 1               18,888  t Ⅲ2            18,806  t -04 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

以 祉 重 等 (二酸化炭素張鼻 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) (政収曇) t

府 内産 の本材 の利用 (利用畳) ml (削減重) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(充電畳) kwh (削減畳) t

(熱供給畳) 〈削減最) t

グリーン電力の購入 〈購入忌) kwb 〈削減盛) t

削減量等合計 ■3               0  t

差 引排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖」減率 (計画)
Ⅲl               18,888  t (,2)―(,3)         18,806  t -0 4  %

特 記 事 務 当社が基準年度 (平成 17年 )ま でに行った二酸化炭素削減のための実施事項は以下のとおりです。
1 冷 却塔負荷を集約化し、余剰となった冷却塔を停止させて電力使用量の削減を図った。
2 冷 水設備の夜問休日運転を取り止め、昼間運転のみとしたことにより電力消費量の削減を図った。
3 変 圧器の導入時には高効率型の採用及び、自動力率調整器を取付け力率の改善を図った。
4 空 調用ポンプにはインバーターを取り付け、負荷の増減に応じた流量制御を行った。
5 蒸 留設備の設置時は、廃熱の再利用を図つて多重効用缶タイプを採用した。
6 使 用済蒸気 ドレンを回収し、ポイラーの原水として再利用した。
7 ボ イラー設備の導入時には台数制御方式及び自動空気比制御弁を採用した。

連 絡 究 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 香 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

n:1該 当する□には レ 印を記入してください。4f F定手業者以外で自ittlJ]される車業者の方は、 レ印の記入は不要です。

2「 基 Lヽ年度Jと は計画,WPJlの前年波を、 「□練午疫」とは計画,印llの位終イ「度をいいます。

3 1す 米lTr等'卜出区分Jと は 京 都,F内のJ:業所等のす米活動のためのエネルギーの使"!にヤい発生する沌空効果ガスを '輸 送1亡両ll:口1区分J
とは 自動■迎た手業才については使り]の本拠の位質を京都府内とする■11のllrlⅢする洸京効果ガスを 臥 道Jf米イについては保行する資物li
WXは 旅行HI前のコトHlする泄“効果ガスを 「その他tH:‖1区分Jと は 上 記以外の京加!/1内における可ヽ業所等の事業I1/Jに付とい死生する温生効
米ガスをいいます。
4「 特記11項」には、平成2午政 (19904:度 )を泳】`としたll ttiの対比やエネルギー材〔J卜flrc O,排11■、行エネ製キⅢけり発など他子の温卓
効栄ガス研Jt ll滅への貢献 グ リーン調達の採"1 竹定フロンなどの条例析定外の流室効果ガスの出可減などを記入してください。


